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【要 旨】
2011年に起こった東日本大震災により、特に福島県浜通り地域は、原発事故による実害及び風評
被害に直面している。本稿では、こうした風評被害の克服に向けて、人工災害という点で共通して
いる熊本県水俣市の事例を検討し、水俣病からの復興過程を追うことで、福島県浜通り地域におけ
る風評被害克服および復興に向けたアプローチを考察することを目的とする。本稿においては、水
俣市立水俣病資料館やJAあしきたでの調査を通して、風評被害克服を含めた復興に対するキーワー
ドとして「もやい直し」という考え方に注目した。被害者と加害者、地域住民、行政の四者が長期
にわたって対話や行動を蓄積することでお互いの理解に努め、地域の再生に取り組むという「もや
い直し」というアプローチは、人工災害である原発事故からの風評被害の克服に対しても、重要な
示唆が得られることが明らかとなった。
【キーワード】
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【Abstract】
This paper explores an approach to dispelling rumours about agricultural products of Iwaki,
Fukushima. After the accident at Fukushima Dai-ichi nuclear power plant on 11th March 2011,
Hamadori region has faced a large number of difficulties including serious reputational damages. In
order to respond to these challenges, this study discusses efforts to get rid of reputational risk.
Through a case study of action for getting over the Minamata disease, this article focuses on the
Moyainaoshimovement as a key role to reconstruction from man-made disasters such as Minamata
disease and nuclear and radiation accident. Through analysing this movement, this paper explores
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Ⅰ はじめに
2011年３月11日の東日本大震災によって、特に福島県、宮城県、岩手県の３県は大きな被害を受
けたが、そのなかでも福島県は他の地域と異なり、原発事故の実害および風評被害が、その後の復
興の大きな障害となっている。地震災害は、気象条件や自然エネルギーによる被害であるが、台風
の通過地域であり、かつ火山国でもある日本では、古来よりそうした自然災害とその復興を繰り返
してきた歴史をもち、多くの経験則から復興のノウハウがある。近年では、1995年１月17日に発生
した震度7の阪神淡路大震災において、死者6435人、負傷者４万3792人という、当時としては戦後
日本最大規模の自然災害があった。さらに、この地震災害では、震源地が神戸の市街地であったこ
とから、街が壊滅的な打撃を受けた。それにも関わらず、震災後から７年が経過した2002年（平成
14年）に東京・仙台・福岡で行われた神戸市生活文化観光局によるイメージ調査によると、国内旅
行の行ってみたい観光地（自由回答）では、神戸が北海道や沖縄、京都に次いで４番目に人気とい
う結果であった。さらに、神戸に対するイメージも、港や異国情緒、ファッション、グルメなどが
挙げられ、被災地というイメージが既に薄れているという結果が出た１。被災後23年を経た現在の
神戸は、都市の再興を果たし、更なる発展と共に大都市としての威容を示している。
こうした神戸における再興に対して、2011年に起きた東日本大震災は、震災後７年が経過した現
在でも復興の只中にある。災害規模としても、阪神淡路大震災を超える戦後最大の自然災害であり、
被災地域も広域であったことから、復興までに大変な時間を要している。さらに福島県においては、
自然災害に加えて原発事故の影響もあり、人類がこれまで経験したことのない実害および風評被害
からの克服という課題が課せられることとなった。つまり、これまで積み上げられてきた自然災害
に対する経験則を用いた復興だけでなく、今まで全く経験したことのない原発事故による被害から
の復興まで担わなければならなくなったのである。
そこで本稿では、特に風評被害という問題について、いわきで生産された農作物に焦点を当て、
それらに対する被害からの克服に関わる取り組みを検討する。その際、震災からの復興ではなく、
熊本県水俣市が経験した、チッソ工場からの排水による人工災害からの克服を事例として考察する。
水俣市の事例を通して、現在の福島県浜通り地域が置かれている状況を改めて確認し、今後のいわ
き物産に対する風評被害克服に向けたアプローチを創出することとしたい。
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本稿の構成は以下の通りである。まず第Ⅱ節では、現在行われているいわき物産に対する取り組
みのひとつとして、東日本国際大学経済経営学部の地域ゼミによる活動を概観する。続く第Ⅲ節で
は、そうした活動をより効果的なものとするため、風評被害克服の先行事例として、水俣市におけ
る農作物に対する取り組みについて検討する。さらに、水俣市の事例から抽出された「もやい直し」
という復興のキーワードに注目し、第Ⅳ節では「もやい直し」といわき物産における風評被害克服
との関係について考察する。最後に第Ⅴ節では、本稿の小括を行うと共に、今後の課題について言
及する。
Ⅱ いわき物産に関する風評被害克服のための取り組み
現在、いわきの農産物に対しては、風評被害克服のための様々な取り組みがなされている。東日
本国際大学経済経営学部においても、2017年度にいわき市田人町貝泊地区にて、地域ゼミが風評被
害克服に向けた実証実験を行い、その一環として「貝泊高原野菜キムチ」を製造した。貝泊地域は、
その面積が約39.35㎢と、東京都品川区の約２倍の面積を持つが、2017年10月時点の世帯数は55世帯、
人口は99名であり、さらに高齢化率（65歳以上）が65%を超えるため、以前から地域活性化が急務
となっていた。また、震災後には原発事故による実害および風評被害の克服という問題にも取り組
まなければならなくなった。同地区は、2011年の東日本大震災での原発事故に伴い、地域の特産品
であった干ししいたけ等で実害を受けた場所である。そこで、同地域ゼミでは、その克服のための
実証実験として、貝泊地区における干ししいたけに代わる新たな農産品として、地域の特性を利用
した高原野菜を栽培し、その販売と観光を結びつける事業を検討することで、六次産業化を図るた
めの地域ブランドづくりに取り組んだ。具体的には、貝泊地区の特性である高原地域を活用し栽培
した白菜や大根を、キムチに加工して販売し、原発事故によって実害を被ったしいたけに代わる、
新たな地域ブランドの開発を試みた活動である。
貝泊地区は、広大な面積を誇る高原農地があり、畑は連作せずに十分に休めてから作物の栽培に
あたれるため、収穫された野菜には付加価値があり、希少性の高い農作物がつくられている。貝泊
には、このように地域ブランドづくりに欠かせない要素である希少性のある財に加えて、それらを
大切にする地域に愛着をもった住民が共存しているため、地域ブランドの作成に取り組む土壌は十
分に存在している。そのため、2017年度の地域ゼミ活動では、六次化産業を進めると共に、そこで
活用しうる貝泊の世界観を表現するようなブランドのロゴを作成した（図１）。
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この貝泊ブランドのロゴに描かれた星は、地域ゼミで行われた合宿で体験した、夜空の美しい貝
泊の広大な高原を表しており、またイノシシについては、苦労して育てた高原野菜を食べてしまう
迷惑な存在でありながら、同地域ではそれを食するという自然の豊かさ、そしてそうした自然と共
存しているという意味が込められている。さらにブランコは、地域ゼミの学生が家庭訪問のヒアリ
ングで触れた、貝泊地区の方々の暖かい人情と繋がりを表現しており、これらを総称したデザイン
を、貝泊ブランドのロゴとして作成した。貝泊には、ブランド化に必要なヒト・モノ・場があり、
さらに希少性の高い商品も存在している。このロゴは、学生たちとの地域活動を通して得た、貝泊
の背後にある世界観をデザインしたものである。
こうしたロゴを、専門家の指導の下で調理したキムチに付け、地域ブランド商品である「貝泊高
原野菜キムチ」として製造し、2017年11月に行われた「田人ほっこり祭」において初めて販売した
が、２日間で製造した400個の商品が完売となるほど好評であった。このように、原発事故という
人工災害による風評被害克服の一環として創出した「貝泊高原野菜キムチ」は、地域のイベントに
おいて好評を博したものの、今後は当該ブランドや製品の販路をより広い地域に拡大し、本格的に
風評被害の克服に取り組む必要がある。そこで、非常に大きな人工災害を経験し、そこからの克服
を果たした先行事例として、熊本県水俣市のケースに注目し、そのプロセスを考察するために現地
での調査を実施した。次節では、いわき物産における風評被害克服にむけたアプローチを得るため、
本調査から水俣市での克服過程を検討する。
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図１ 貝泊ブランドのロゴマーク
Ⅲ 熊本県水俣市における人工災害からの克服
上述した田人町貝泊地区での風評被害克服に関する取り組みを、より広く、より効果的に実施す
ることを目指し、既に重い人工災害からの克服を果たした水俣市の事例を参考とするため、現地で
の調査を行った。本調査は、2018年３月７日から３月10日で行われ、水俣市立水俣病資料館、JA
あしきた、熊本県観光物産課などで聞き取りを実施した。そのなかでも特に、水俣市立水俣病資料
館およびJAあしきたでの調査が本稿の趣旨と合致するため、以下で中心的に論じる。
１．水俣病の歴史と解決への取り組み
本調査ではまず、水俣病とその解決への取り組みを歴史的に検討するため、水俣市立水俣病資料
館を訪問した。水俣市立水俣病資料館は、水俣病の歴史と現状を正しく認識し、悲惨な公害を再び
繰り返してはならないという願いと共に、資料が散逸しないよう収集保存し、後世へ継承すること
を目的として1993年（平成５年）に開館した。以下では、水俣市立水俣病資料館での聞き取りおよ
び資料館発行の資料『水俣病：その歴史と教訓2015』をもとに、水俣病事件の経緯と解決、再生に
向けた取り組みを中心に論じる２。
（１）水俣市の概要
水俣市は、熊本県の南端、鹿児島県の県境に位置し、北から北東にかけて葦北郡津奈木町、芦北
町、球磨郡球磨村、南から南東にかけては鹿児島県出水市、伊佐市に接しており、西は八代海（不
知火海）に面している。面積は163.29㎢で、東西に約22㎞、南北に約14㎞で、人口は2015年時点で
２万5411人である。
1889年（明治22年）、市町村制の実施により誕生した水俣村は、干潟での製塩業などが行われて
いたが、小規模な農漁村に過ぎなかった。しかし、1908年（明治41年）にチッソ株式会社の前身で
ある日本窒素肥料株式会社が設立されると、企業の発展と共に、水俣も工業都市として成長を遂げ
た。
（２）水俣病の発生
水俣病は、熊本県水俣湾周辺で、1956年（昭和31年）に初めてその発生が確認された。熊本県八
代海の水俣湾一帯は、天然の魚礁に恵まれた豊かな漁場であったが、その一帯で1950年（昭和20年）
代後半から、貝類が死んだり、魚が浮き上がったりする現象がみられはじめ、沿岸では、猫が異常
死するなどの異変が頻繁に見られるようになった。チッソの工場では、1932年（昭和７年）から、
ビニールなどの原料となるアセトアルデヒドの生産が始まっていたが、このアセトアルデヒドを生
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産する過程で、強い毒性を持つメチル水銀が発生し、工場排水に混入することで海に流れ、魚や貝
を汚染したことが、先の症状や異変の原因であった。
こうした現象に加えて、1956年（昭和31年）４月21日、熊本県水俣市の幼児が、言語障害、歩行
障害、摂食障害などの症状を訴え、新日本窒素肥料株式会社水俣工場付属病院に受診、入院をする
という事態が発生した。その後、同年５月１日、同様の症状を訴える患者３名が入院することで、
同病院の院長は水俣保健所に報告を行った。この日が、水俣病の公式確認日となっている。
水俣病とは、工場などから排出されたメチル水銀化合物が魚などに蓄積され、この汚染された魚
などを食べることで起きる中毒性の神経系の病気である。また、妊娠中の母親が汚染された魚など
を食べることによって、胎盤を経由して胎児がメチル水銀中毒になり、脳性小児麻痺に似た障害を
もって生まれる胎児性水俣病がある。水俣病は、空気や食物を通じてうつる伝染病ではなく、また
遺伝することもないが、患者やその家族、さらには水俣出身というだけで厳しい差別を受ける状況
となっていた。
（３）水俣病の原因究明
こうした水俣病について調査が行われる中、1965年（昭和40年）には新潟で、原因不明の水銀中
毒患者が阿賀野川下流海岸地域に散発しているという報告があり、新潟水俣病の発生が公式に確認
された。その後、新潟水俣病の汚染源とされる昭和電工を相手どり、患者らが慰謝料請求を新潟地
裁に提訴し、日本初の本格的公害裁判が始まった。
こうした状況下で、政府は1968年（昭和43年）９月26日、「水俣病は、メチル水銀化合物による
中毒性の中枢神経系疾患であり、チッソ水俣工場のアセトアルデヒド製造工程で副生されたメチル
水銀化合物が工場排水と共に排出され、環境を汚染し、魚介類にメチル水銀化合物が濃縮蓄積され、
これらの魚介類を地域住民が多食することにより生じたものである」と、水俣病に関する公式見解
を発表し、水俣病は公害病と公式に認定された。水俣病が確認されてから、実に12年目のことであ
り、原因究明に長時間を要したことから、水俣病の発生拡大は続いていた。
（４）水俣病に対する補償
政府による公式見解を受けて、患者やその家族はチッソに対して補償を求めたが、交渉は遅々と
して進まなかった。さらに、地域として経済的にも大きな影響を受けていた水俣では、患者に対す
る感情も難しく、同じ市民でありながら、患者とそうでない市民との対話は途絶え、地域社会のつ
ながりも崩壊するような状況となっていた。
補償を求めた交渉が思うように進まなかったため、1969年（昭和44年）には患者とその家族はチッ
ソを相手どり、総額６億4000万円余りの慰謝料請求民事訴訟を熊本地裁に提訴した。この水俣病第
一次訴訟は、1973年（昭和48年）に原告勝訴となった。こうした事例の一方で、申請しても水俣病
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と認められない人々が、認定や補償を求めて国や県、チッソと直接交渉し、国や県の責任を追及す
る裁判が起こるなど、長期にわたって争いが続いた。
（５）解決への取り組み
このように、水俣病問題は、公害健康被害の補償などに関する法律や水俣病総合対策医療事業に
よる患者・被害者の救済が行われていたが、法律に基づく認定申請を棄却された人々による訴訟の
提起、自主交渉による救済を求める人々の運動など、紛争状態が長く続いていた。そこで、1990年
（平成２年）に、「水俣病問題の早期解決のためには、話し合いによるほかはない」として、東京地
裁が水俣病事件史上初めて和解を勧告したことを契機に、その後各裁判所から相次いで和解勧告が
出されたが、和解や自主交渉で解決するには多くの課題があり、水俣病問題の解決は見通しも立っ
ていない状況であった。
こうした中、水俣病被害者の高齢化が進んだことを背景に、1994年（平成６年）頃から水俣病問
題の早期解決を図ろうとする政治的な動きが活発化した。こうした動きを受けて、翌年には関係者
の意見を踏まえて与党３党によって水俣病問題についての最終解決案が示され、関係当事者間で合
意が成立した。この合意の基本的な考え方は、以下の通りである。
Ａ）水俣病に関する様々な紛争については、次の枠組みより、早期に最終的かつ全面的な解決
を図る。
①原因企業は、救済対象者に一時金を支払う。
②国及び熊本県は、水俣病問題の最終的かつ全面的な解決にあたり、遺憾の意など
何らかの責任ある態度を表明する。
③救済を受ける者は、訴訟、自主交渉、認定申請、行政不服審査請求及び行政訴訟
の取り下げなどを行うことにより紛争を終結させる。
Ｂ）国及び熊本県は、紛争の終結に際し、総合対策医療事業の継続及び申請受付再開、チッソ
支援、地域再生・振興のための施策を行う。
（６）再生への取り組み
水俣市は、1990年（平成２年）に熊本県と共に、水俣湾埋め立て地の活用、整備を図りながら、
地域住民の連携を基本とした地域づくりを推進する「環境創造みなまた推進事業」を開始した。こ
の事業は、多くの環境問題に関する国際会議や水俣病問題を正面に見据えた市民の集い等を通じて、
水俣病についての正しい理解と市民相互の理解、対外的なイメージの転換を図るなど、水俣再生に
向けた取り組みであった。その結果、水俣地域ではこれまで避けて正面から向き合って話すことが
なかった水俣病問題について、人前でも話せるようになり、様々な取り組みに患者・市民・行政が
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協働した「もやい直し」が進んだ。1998年（平成10年）に事業としては終結したが、これらの活動
は、様々な水俣再生の取り組みの足がかりとなった。
以上、水俣市立水俣病資料館の調査で得られた知見を論じてきた。そのなかでも特に、長期にわ
たって行われた解決および再生への取り組み、特に、患者と市民、行政、加害者という、同じ地域
にいながらも対立し合っていた者同士がお互いに話し合い、様々な取り組みを共に行う「もやい直
し」という考え方が、本研究にとって大いに参考になると考えられる。
２．JAあしきたによる風評被害の克服
本調査では続いて、実際に農作物の風評被害を経験し、それを克服した上でブランド化に成功し
たJAあしきたの取り組みについて聞き取りを行った。本稿では、JAあしきたによるサラダ用タマ
ネギの栽培とそのブランド化について中心的に検討する３。
水俣市の地形は、山岳から海が開けるという特徴を持ち、眼前に豊富な海と、そこで採れる海の
幸に恵まれた不知火海沿岸があるため、第一次産業では農業よりも漁業が盛んな地域である（図２）。
しかし、農産品が他地域に出荷されることはほとんどなく、その大部分が地域内で消費されていた。
本調査を行ったタマネギも例外ではなく、本格的な栽培の始まりは1961年（昭和36年）からであっ
た。
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
図２ 水俣市の地図
水俣でのタマネギ栽培は、丸山・塩浜団地の畑で小規模に行われていたが、地域としての栽培は、
1961年に水俣中央青果の３名が、市内の水田で共同育苗したことから始まった。そして翌年には、
水俣市農政課の指導で、水田の裏作として本格的に行われるようになり、1963年（昭和38年）には、
キャベツと共に２トントラックで北九州に出荷した。その後、1968年（昭和43年）に水俣農協にタ
マネギ部会が発足し、1982年（昭和57年）には熊本県の指定産地となった。そして、1988年（昭和
63年）に水俣市特産「サラダ用タマネギ」として初めて、試食宣伝を宮崎市内で開催した。
JAあしきたでのインタビューによると、1988年（昭和63年）に行われた試食宣伝までは、タマ
ネギをはじめとした水俣の農産品が他地域に出荷されることは少なく、この時になって初めて、農
産品に対する水俣病の風評被害を実感したということである。1956年（昭和31年）に水俣病が公式
確認されてから、30年以上も経ってからということになる。
このタマネギは、平成に入ってからブランド化に向けた本格的な取り組みが始まるが、1992年（平
成４年）には、化学肥料および化学合成農薬を、これまでの栽培よりも50％以上減らし、熊本型特
別栽培「有作くん」の認証を受けた。1996年（平成８年）になると、国の指定産地を受け、さらに
タマネギ加工施設が稼働し、価格安定に向けた取り組みが行えるようになり、販売促進のために「第
１回サラたまちゃん祭り」を開催した。
1998年（平成10年）には、環境にやさしい農業の推進によるタマネギの産地拡大が、地域活性化
に寄与していると高く評価され、第３回全国環境保全型農業コンクールで農林水産大臣賞を受賞し
た。また、東京都の流通協定を結ぶことで、関東地方への本格的な出荷も始まり、「サラたまちゃん」
が商標登録されたことも相まって知名度が大きく向上した。こうしたことに加えて、同年には地元
肥料メーカーであるチッソ旭と共に「サラたまちゃん専用肥料」も開発した。このことは、チッソ
で長年苦しんできた街が、伝統的な「もやい直し」によって分断から回復し、持続可能な地域発展
を探求したことが実を結んだ形であると考えられる。そして1999年（平成11年）から、このタマネ
ギを「サラたまちゃんブランド」として販売を開始した。
こうした活動が認められ、2001年（平成13年）には、環境にやさしい持続性の高い農業方式とし
て農林水産省の「全生産者エコファーマー認定」を受け、環境保全型農業支払交付金や、農業改良
資金の特別措置が受けられるようになった。これにより、移植機などの生産機器の導入を進めるこ
とが可能となり、出荷量の拡大につながった。また、2013年（平成25年）にも、「サラたまちゃん
専用肥料」の改良を行い、有機肥料に近い肥料へ改良することで、環境保全の継続に努めている。
以上が、JAあしきたサラたまちゃん選果場での調査から明らかとなった、水俣市の農産物に関
する風評被害克服の事例である。JAあしきたによる風評被害克服のための徹底したブランド化の
道のりは、本稿の課題でも参考になるものであり、さらにここでも、「もやい直し」が重要なキーワー
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ドとなっていた。風評被害克服や復興にとって、「もやい直し」は大きな意味を持つと考えられる。
そこで以下では、この「もやい直し」に注目し、復興や風評被害克服について考える足がかりとし
たい。
３．風評被害克服のキーワードとしての「もやい直し」
「もやい直し」の「もやい」とは、船と船、あるいは船と岸壁とをつなぎ止める艫綱（ともづな）
を指すものであり、「舫」と書く。また、他の人と共同で事をしたり、資金を出し合って物を所有
したりすることも意味し、その場合には「催合い」または「最合い」と記される。「もやい直し」
という表現が初めて公式に用いられたのは、1994年（平成６年）の第３回水俣病犠牲者慰霊式のこ
とであった。当時の市長であった吉井正澄氏は式辞において、「もやい直し」という言葉に、対立
やわだかまりを乗り越え、市民が団結して水俣病問題を克服していくという強い思いを込めた。特
に、水俣病を契機に分断された市民の心をひとつにつなぎとめ、市民が共同で助け合いながら地域
社会を支え、一体となってまちづくりを進めようという意味で、この言葉が象徴的に用いられた４。
先述したように、水俣病が発生した当時、患者は伝染病や奇病と疑われ、近所づきあいを断られ
る等の差別が発生していた。その後、水俣病の原因がチッソから排出されるメチル水銀化合物であ
ることが明らかとなっても、それまで経済的にチッソに依存して生活していた市民が多く、患者は
裁判や補償でチッソを脅かす存在として疎まれることもあった。さらに、認定申請をした患者の中
に、「偽患者」がいるという噂まで流れるなど、補償金にまつわる差別や嫌がらせも生じた。こう
した事態に加えて、チッソの大規模な労働争議も重なったため、住民間の激しい対立が生じ、立場
が違う者同士の対話が途絶えた状態が長く続いていた。
しかしながら近年では、こうした過ちを乗り越え、「対立からは何も生まれない」と気がつき始
めた行政・市民・被害者・加害者が共に、「もやい直し」として対話や催しを積み重ねながら水俣
再生に向けて行動を始めることとなった。1990年に始まった「環境創造みなまた推進事業」は、熊
本県の予算と人員の削減もあり、地元主導の事業へと変化したが、それによって水俣病患者団体や
支援団体の関係者が事業への関与を強めていった。そのなかでも、行政、市民、患者団体、支援団
体の歩み寄りが進んだきっかけは、1993年に発足した「水俣研究会」であった。この「水俣研究会」
は、若手の市民有志に呼びかけて始まった任意の研究会であり、ここでの議論を皮切りに、1994年
の「水俣病と水俣の明日を語り合う青年の夕べ」や、「水俣の再生を考える市民の集い：そろそろ
もやい直しば始めんば」などの各種行事へとつながっていった。そこでは、患者や家族、支援者ら
が登壇して自らの体験を語り、意見を述べた。これらの取り組みは、水俣病を開かれた場所で正面
から扱うことで、従来の状況に一石を投じたと言われている５。
ここまで見てきたように、水俣では「もやい直し」をキーワードとして、様々な取り組みがなさ
れてきた。先の活動の他にも、「もやい直し」関連としては、「水俣の福祉を考える市民の集い」や、
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慰霊祭である「火のまつり」、「水俣の海に唄う」などのイベントを展開し、市民一人一人が水俣病
の問題に向き合えるような環境づくりが進められた 。こうして「もやい直し」は、患者・市民・
行政が協働し、人と人との絆を結び直す活動を象徴する言葉として浸透し、加えて1996年（平成８
年）から1998年（平成10年）にかけて、「水俣市総合もやい直しセンター『もやい館』」や、「水俣
市南部もやい直しセンター『おれんじ館』」が、国の補助を受けて建設された。これら施設は、地
域のきずなの修復を図る交流の場や福祉サービスの拠点として活用されている。
Ⅳ いわき物産に対する風評被害克服と水俣における「もやい直し」
冒頭で述べたとおり、東日本大震災によって福島県浜通地方は、自然災害による被害ばかりでな
く、これまで経験したことのない原発事故による放射能漏れと、それによる風評被害という人工災
害を被り、そこからの復興という大きな課題が突きつけられている。一方、熊本県水俣市で起きた
水俣病は、チッソ工場から排出される工業排水が原因となり、これに含まれていたメチル水銀が魚
介類の食物連鎖により生物凝縮し、それを知らずに地域住民の一部がその魚介類を摂取した事でみ
られたメチル水銀化合物による中毒症であり、環境汚染の食物連鎖で起きた人類史上初の病気で
あった。こうした人工災害からの復興という点で、水俣病の事例は、いわき物産の風評被害克服の
ために大いに参考になる。本稿では、特に水俣市水俣病資料館と、JAあしきたサラたまちゃん選
果場での調査を中心に検討したが、この2つの事例におけるキーワードであり、なおかついわき物
産の風評被害克服のために有用となると考えられるのが、「もやい直し」である。
この「もやい直し」は元来、複数の人間が労力を出し合い、ひとつの独立した作業や事業を行う
ことを表す言葉であり、交換して行う共同労働ではない。さらに、成果を平等に分配するという意
味も込められており、近年までは漁業で盛んに用いられていた用語である。こうしたことから、水
俣での「もやい直し」とは、人と人との関係や自然と人との関係が一度壊れてしまった水俣におい
て、水俣病と正面から向き合い、対話し協働する取り組みを指す言葉となった。つまり、深刻なま
でに分断してしまった水俣の人々の心の絆を、もう一度つなぎ合わせることを象徴した言葉という
ことになる。
水俣では、1908年（明治41年）に日本窒素肥料株式会社が発足し、本格的に工場が稼働した。こ
の工場が後に水俣病の原因となるのだが、その一方で、同工場は水俣の住民が地域発展を求めて誘
致し、半世紀にわたって地域の中心産業として発展・活性化に寄与した。その間に、この地域の人
口も１万2040人（1889年）から５万461人（1956年）に増加し大いに発展したが、結局はこの工場
からの排水が、地域を破壊してしまうこととなった。水俣病によって、自然と人間との関係はもち
ろん、地域内の人間同士の関係も壊れてしまうこととなった。ここでは、同じ地域内に加害者と被
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害者という対立構造が生まれ、被害者の中でも補助金を受け取った者と受け取ることができなかっ
た者の間で軋轢が生じた。水俣病とは、中毒性の神経系公害病であると同時に、自然と人間の関係、
そして人間と人間の関係をも破壊させた人工災害であった。
ここまで見てきた人工災害の構造は、東日本大震災で原発事故による風評被害をうけたいわき市
の実情と重なる部分も多い。福島原発は元々、福島県知事が相双地区の発展のために誘致したもの
であり、半世紀近く同地区の発展と活性化に寄与してきた。しかし、先の原発事故によって、水俣
と同様に自然と人間との関係、そして人間同士の関係も崩壊してしまった。さらにいわき市におい
ても、被害者間で補助金の額などで軋轢が生じている。
こうした人工災害からの克服について、水俣では、地域の伝統的な考えである「もやい直し」に
着目した取り組みを継続してきた。自然と人間、そして人間と人間の間で分断されてしまった絆を、
再びつなぎ合わせようとする取り組みである。「もやい直し」という言葉を基に、1992年（平成４年）、
水俣市は日本で初めて「環境モデル都市づくり宣言」を行い、「みなまたエコタウン」を造成した。
そして、地域内で水俣病の被害者側と加害者側が手を取り合って環境問題に取り組み、自然との共
生を目指した環境保全都市づくりに臨み、豊かな自然を守るための再生可能エネルギーの積極的な
活用に努めている。また、地域ブランドの一環として開発された「サラたまちゃん」の専用肥料に
は、かつて水俣を苦しめた地元のチッソ工場との共同開発で製造されたものを使用している。こう
して水俣は、伝統的な「もやい直し」の考えのもとで、崩壊してしまった自然と人間との関係、そ
して人間同士の関係の修復に努め、地域活性化のために新たにつくりあげた地域ブランドの製造・
販売を展開している。
水俣病は、環境汚染の食物連鎖で起きた人類史上初の病気であり、水俣市はそこからの災害復興
を推し進めてきた。一方、福島県浜通り地方は、原発事故による放射能災害を原因とした人類史上
初の風評被害からの復興を進めようとしている。どちらも人工災害であり、類似した構造をもつこ
とから、いわきにおける復興でも、水俣の復興過程は参考になる点が多いが、その中でも特に、「も
やい直し」が重要なキーワードになると考えられる。
Ⅴ おわりに
本稿では、いわき物産に対する風評被害克服に向けたアプローチを考察するため、人工災害から
の風評被害という点で共通した熊本県水俣市の事例に注目し、その復興過程を検討してきた。水俣
市での事例を検討するなかで、風評被害克服を含めた復興に対するキーワードとして本稿で注目し
たのが「もやい直し」であった。被害者、加害者、地域住民、行政の四者が長期にわたって対話を
続け、さらに行動を蓄積することでお互いを理解し、地域の再生に取り組むという復興のアプロー
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チは、本稿の課題である原発事故からの風評被害の克服に対しても示唆に富んでいることが明らか
となった。
本稿においては、いわき物産に対する風評被害をいかに克服するかという問題について、実際に
東日本国際大学経済経営学部の地域ゼミで行っている活動を紹介し、そうした活動をより広く、よ
り効果的に行うための手がかりとして、人工災害からの復興を果たした水俣市の事例を検討してき
た。復興過程を考察する中で、「もやい直し」という重要なキーワードを抽出することはできたも
のの、その概要や特徴を指摘するにとどまった。今後は、こうした「もやい直し」のプロセスを長
期にわたって、より詳細に検討することで、いわきにおける風評被害克服のアプローチにつなげて
いきたい。また、JAあしきたによる物産のブランド化過程についても、いわき物産をより広く展
開するための重要な手がかりとなることが明らかとなったため、より具体的に事例調査を継続する
必要がある。以上の点については今後の課題とし、より実践的な活動につながるよう調査を続け、
改めて別稿を期することとしたい。
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註１ 神戸市生活文化観光局交流課（2003）「神戸市のイメージ調査結果について」；本調査は、神戸
観光のプロモーションを行うための基礎データ獲得を目的に、神戸市生活文化観光局観光交流課
によって行われたものである。調査は2002年11月３日から11月８日の６日間で行われ、面接法に
よりアンケート項目を聞き取り調査するかたちがとられた。調査地点は東京、仙台、福岡の３カ
所、サンプル数はそれぞれ300である。
２ 本節における水俣病の歴史についての記述は、特に断りがない限り、水俣市立水俣病資料館「水
俣病：その歴史と教訓2015」に依る。
３ 本節におけるJAあしきたの取り組みについての記述は、特に断りがない限り、2018年３月８
日に実施したJAあしきたサラたまちゃん選果場職員に対するインタビュー及び、JAあしきた発
行の資料「JAあしきた管内の概要」、「サラたまちゃんの生い立ち」、「サラたまちゃんとは」、「除
草剤の使用禁止・減農薬」に依る。
４ 遠州尋美（2013）「『もやい直し』と『あるもの探し』：災害復興を支える共同性」『LINK』（Vol.
５）14頁；除本理史（2015）「公害被害地域の再生に関する一試論：水俣『もやい直し』再考」『經
營研究』（66巻３号）31頁。
５ 除本（2015）40頁。
６ 小松原織香（2016）「水俣の祈りと赦し：1990年代の『もやい直し』事業を再検討する」『現代
生命哲学研究』（5）51-60頁。
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